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平成１７年５月に浄化槽法が改正（平成１８年２月１日施行）さ

れ、法定検査の未受検者に対する都道府県の指導権限が強

化されたが、平成１７年度の広島県の浄化槽１１条検査状況

は、対象基数１８２，４２３基に対し、検査実施基数は３５，４１１基

で、受検率が１９．４％（全国平均２０．２％）と低い状況にあった

ことから、受検率の向上が強く求められた。

１ はじめに



平成２２年度の受検率の目標を５０％と定め平成１９年度から検査体
制の強化策に取り組んだ。

（１） １０人槽以下の浄化槽にＢＯＤ検査を導入し、検査項目を１８

項目に軽減した効率化検査を実施する。

（２） 新たに広島県浄化槽協会が設立され、検査項目を18項目に

軽減した効率化検査を担当することとなった。

ガイドライン検査を担当する既存の（公社）広島県環境保全セ

ンターと役割分担を図りながら、両機関が連携して１０人槽以下

の浄化槽を検査する体制が整備された。

（５年間で効率化検査を４回、ガイドライン検査を１回実施）

２ 平成１９年度からの検査体制の強化策



（３） 効率化検査に「検査補助員制度」を導入するとともに、制度の

信頼性を確保するため、検査補助員が検査した検査基数の約

３％は検査員による「クロスチェック検査」を導入することとされた。

（４） 従来の「検査依頼書」から「書面による契約」に変更し、自動

更新条項を設けて検査機関が能動的に検査できる体制が整備

された。

（５） 上記の強化策に取り組んだ結果、平成１７年度の受検率１９.

４％が平成２２年度は４９．９％となった。



広島県では第４次廃棄物処理計画において、平成３２年度の受検
率の目標を概ね７５％と定め、次のような取り組みを行っている。

（１） 県は「未受検者等に対する指導事務の取扱い方針」を定め、

市町に通知する。これを受けて市町は首長名で指導文書を発

出している。

（２） 設置補助金に係る実績報告書に１１条受検契約書の写しの添

付義務化が図られた。

３ 更なる受検率向上に向けた取組み



（３） 補助対象浄化槽を除く新設の浄化槽については、浄化槽使

用開始報告書への１１条受検契約書の写しの添付義務化が図

られた。

（４） 安芸太田町、世羅町で浄化槽維持管理費補助金制度が創

設された。

（５） 福山市においては、浄化槽法第５３条の規定に基づき保守点

検、清掃業者から顧客データの報告を求め、浄化槽台帳と突合

することにより、台帳整備が図られた。

（６） 協会では、受検啓発用テレビＣＭ、環境イベントへの参加、環

境学習を実施している。



法定検査受検啓発CM ①



法定検査受検啓発CM ②



広島県の１１条検査受検率の推移

＊ 平成２９年度は、概算速報で受検率は、６９．４％となっている。
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長期未収金の増加に伴い、未収金発生から５年以内を目途に、滞納額が2万円程度に

なりましたら、法的措置により、長期未収金の回収を図ることとした。

４ 長期未収金の増加とその回収に係る取組み

区分 支払督促 少額訴訟 通常訴訟

当事者の呼称 債権者、債務者 原告、被告 原告、被告

手続の簡便性 簡単 簡単 複雑

手続費用 安い（訴訟の半額） 高い 高い

迅速性 迅速 迅速 判決まで長くかかる

請求金額制限 なし ６０万円以下 なし

管轄裁判所
債務者の住所地の

簡易裁判所
原告の住所地の簡易裁
判所（金銭請求の場合）

債務者の住所地の簡易裁判
所（１４０万円以下の場合）

出頭の必要性 なし 有り（原則１回） 有り

公示送達 認められない 認められない 認められる

主な法的措置の特徴



（1） 協会では、手続が簡単で、費用も安く、迅速性のある「支払

督促」を利用、債務者が争う可能性が予想される場合は「少額

訴訟」を利用

（2） 未収金に加えて、支払督促申立費用（３，１４４円（電子申請

による登記簿謄本取得の場合は２，９４４円））は債務者へ請求

できる。

（3） 約８割が支払督促状で支払いに応じている。支払督促に応

じない約２割の債務者へは仮執行宣言の申立（手続き費用１，

１６４円（債務者へ請求））を行う。



（4） 仮執行宣言の申立は、債務者が支払督促状を受け取った

日の翌日から２週間を経過後３０日以内に行う。仮執行宣言の

申立により、残りの債務者の過半数以上が支払いに応じてい

る。

（5） 債務者が仮執行宣言付支払督促正本を受け取った日から２

週間以内に異議申立をしないときは、記載内容が確定し、今

後、債務者はこの件で争うことができない。



（6） 債務者から異議申立があった場合は、通常訴訟へ移行す

る。

（7） 訴訟へ移行後は、訴状に代わる準備書面等を提出し、口頭

弁論が開かれる。



支払督促の流れ
① 支払督促の申立て

② 支払督促の発付

③ 支払督促正本の送達

訴訟手続

仮執行宣言後の督促異
議申立て

④ 仮執行宣言申立て

⑤ 仮執行宣言の発付

⑥ 仮執行宣言付支払
督促正本の送達

⑦ 確 定

債務者が任意に
支払わない場合

⑧ 強制執行の申立て

仮執行宣言前の
督促異議申立て

① 債務者の住所地を管轄する簡易裁判所に申立て

② 支払督促申立書類に不備がなければ、支払督促が発出される。

③ 裁判所から債務者へ「支払督促」正本が特別送達される。
（１）送達結果が裁判所より届き、支払いがあれば取下げ
（２）送達できない場合は、休日送達、付郵便送達等を検討
（３）送達日から仮執行宣言が発出されるまでの間に、異議申立があ

れば、訴訟へ移行

２週間

④ 支払督促送達後、２週間経過後の３０日以内に仮執行宣言申立て

送達後２週間

⑤ 仮執行宣言申立書類に不備がなければ、支払督促に仮執行宣言
が付される。

⑥ 仮執行宣言付支払督促正本が債務者、債権者に送達される
⑦ 送達後２週間以内に異議申し立てがなければ仮執行宣言付支払

督促が確定

⑧ 債務者が仮執行宣言付支払督促正本を受領しても支払わない場
合は、強制執行の手続きをとる

口頭弁論開催



支払督促申立書 当事者目録



請求の趣旨及び原因



仮執行宣言の申立て 受書



（１） ① 仮執行宣言付支払督促が確定した場合

② 異議申立により通常訴訟に移行し勝訴した場合

③ 少額訴訟で勝訴した場合

①～③の場合でも債務者が支払いに応じない場合は、預貯

金を差し押さえるため、

「債権差押命令申立書」と金融機関に対する「陳述催告の申

立書」を作成し、地方裁判所執行係に送付する。

５ 支払督促等によっても支払わない場合の強
制執行手続き



（２） 債権差押命令の申立に必要な書類等

１） ①仮執行宣言付支払督促正本又は②訴訟により勝訴判

決を得た場合は、執行力ある判決正本

２） 送達証明書

３） 債権差押命令申立書 １通

４） 資格証明書（協会と金融機関の法人登記簿）

５） 当事者目録、請求債権目録、差押債権目録 各４部

６） 申立手数料（収入印紙４，０００円）

７） 陳述催告の申立書 １通

８） 予納郵便切手（２，８９８円）

（３） 請求債権目録に記載できる費用

１）支払督促手続費用３，１４４円（又は２，９４４円）

２）仮執行宣言付支払督促手続費用１，１６４円

３）執行費用９，０４８円



（１） 債権差押命令や陳述の催告の申立を行うと、地方裁判所か

ら次に掲げる書類が送付される。

① 債務者等へ「債権差押命令書」

② 金融機関へ「債権差押命令書」と「陳述の催告書」

③ 協会へ「債権差押命令書」、債務者等及び金融機関への

「送達通知（証明）書」及び金融機関からの「陳述書」

（２） 金融機関の陳述書に預貯金残高の記載があれば、金融機

関に「債権差押命令書」と「債務者等及び金融機関への送達

通知（証明）書」を提示して、振込又は送金を依頼する。

（取立可能日は、債務者等が債権差押の通知を受け取った翌

日から7日以降である。）

６ 債権差押命令申立後の手続き



（３） 金融機関から振込又は送金があれば、「取立届」を、裁判手

続費用を含む全額を取り立てた場合は、「取立完了届」を地

方裁判所に提出する。

（４） 預貯金がないとの陳述書を受け取った場合は、取下書（3

通）を地方裁判所に提出する。

（５） 預貯金がない場合や請求した金額の一部しか取立ができな

かったときは、他の金融機関からの取立や勤務先が判明すれ

ば給与等の差押を行う必要があるため、地方裁判所に仮執行

宣言付支払督促正本や執行力ある判決正本の還付と送達証

明書の還付を申請する。



債権差押命令の流れ

① 債権（預貯金）差押命令の申立
第三債務者に対する陳述催告の申立

② 債権差押命令正本の送達 （債務者（被告）、金融機関、協会へ）
陳述の催告書の送達 （金融機関へ）
送達通知(証明)書の送付 （協会へ）

③ 陳述書 （金融機関から裁判所と協会へ預貯金の有無の回答）

⑨ 仮執行宣言付支払督促正本等還付申請（裁判所へ）

⑧ 取下書(裁判所、債務者（被告）及び金融機関へ)

④ 預貯金あり

⑤ 金融機関から取立

⑥ 取立（完了）届（裁判所へ）

⑦ 預貯金なし



債権差押命令申立書 当事者目録



請求債権目録 差押債権目録



第三債務者に対する陳述催告の申立書



支払督促等の申立後の長期未収金の回収状況（平成３０年５月１１日現在）

平成２４年度から法的措置を取った結果、平成１９年度から平成２４年度までの長期未収分の回収状
況は、次表のとおりである。
また、各年度の請求額に対する平均収入率は、９９．９５％となっている。

区分 支払督促等申立額 回収額 未納額

１９年度 １０１人 ２，２５０，２１０円 ９８人 ２，１４９，４８０円 ７人 １００，７３０円

２０年度 １４１人 ２，９５９，２１０円 １３５人 ２，７８３，６９０円 １８人 １７５，５２０円

２１年度 １２０人 ２，４６７，０３２円 １１７人 ２，３６１，７６４円 ９人 １０５，２６８円

２２年度 １７２人 ３，５６０，４２０円 １５９人 ２，８０５，０００円 ２２人 ３５２，４０２円

２３年度 １２７人 ２，５０５，２４２円 １２４人 ２，４０７，１７２円 １１人 ９８，０７０円

２４年度 １３２人 ２，９１３，８９６円 １２８人 ２，７５５，２４８円 １７人 １５８，６４８円

＊ 債務者等の多くが分割納付中である。例えば、１９年度であれば、債務者等７人中４人（７人+９８人-１０１人＝４人）
が分割納付中である。同様に、２０年度であれば、１８人中１２人が分割の納付中である。



（１） 今後とも受検率向上に向けて、県及び市町に対し、次のよ

うな事項を要請してまいりたいと考えている。

（県への要請事項）

① 「勧告」に係る判断基準の明確化

② 使用開始報告書への11条受検契約書の添付義務化の効

果が限定的であることから、7条兼11条受検契約書の新設と

設置届への添付義務化

③ 広報・啓発活動の充実等

７ 終わりに



（市町への要請事項）

① 未受検者に対する強い表現の指導文書の発出

② 立入指導

③ 維持管理業者の顧客情報との突合による浄化槽台帳整備

④ 市町村設置型浄化槽の整備や維持管理費補助金制度の

創設等



（２） 未納者に対し、法的措置を取ったとしても、受検拒否

につながるケースはほとんどない状況である。

未納者からの異議の申立により、訴訟となった場合で

も、口頭弁論において、裁判官から必ず和解の斡旋があ

るので、その際は、

① 被告は、今後も法定検査を受けること。

② 訴訟費用のうち、支払督促申立手続費用2,944円

を支払うこと。

を条件に和解に応じている。



（３） 預預金の差押での課題は、銀行名、本支店名を特定

して差し押さえる必要があるため、空振りとなることが

多々あることである。（ただし、郵便貯金は、貯金事務セ

ンターで、県内郵便局にある債務者等の全ての貯金を

差し押さえることができる。）

（４） 課題もあるが、支払督促等にチャレンジしてみる価値

があると考える。

支払拒否・検査拒否者であっても、未収金がある場

合は、法的措置を取ることにより、回収に成功し、受検

につながるケースが多くあるからである。



御清聴ありがとうございました。


